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昭和47年後半のいわゆる｢狂乱物価｣以来,マス･コミは挙げてこの問題を追求し,一時華やか

であった公害問題もやや色あせた感じがする程であるが,しかし,食傷気味の物価論議がマス･コ

ミを賑わしている反面,論議の対象と覆っている物価そのものは今日でも休みをく上昇を続けてお

り,最近では政府がその決定に直接関与している｢公共料金｣の代表,電気･ガス･私鉄･郵便･

国鉄料金など軒並み大幅を値上げが認められ,今後も引き続きタバコをどの価格引上げが見込まれ

ている｡政府の｢物価抑制が第一｣というたび重なる声明にも拘らず,物価上昇の勢は早急には衰

えそうには見えをい｡要するに物価問題は特にここ数年,集中的に論ぜられ夜がら,その治癒策に

ついては,これといったきめ手も覆いまま推移しているというのが現実であろう0

この小論は,こうした物価急騰に対する治癒策などを考えようとするのではをく,むしろ,かか

る事態を引き起した背景をさぐる過程で,現在わが国の直面している物価急騰が何故に,どのよう

をメカニズムで起ったかについて,日頃感じている若干の点を覚書的にまとめたにすぎない｡論を

進めるにあたって,現下の事態をきわ立たせるため,多少迂回した方法をとり,昭和30年代後半頃

からの物価問題との対比で,現在のそれを捉えるという方法をとりたい｡そのため,初めに30年代

後半から45年頃迄の物価上昇メカニズムに簡単にふれ,次いで,46年の｢ニクソン･ショック｣と

｢円切上げ｣が日本経済に与えた衝撃を見たあと,現下の物価問題をとりあげることとする｡

Ⅰ.

昭和35年という年は戦後の日本社会にとって色々を意味で記録さるべき年であった｡政治的には

日米安全保障条約が改訂期を迎え,保守･革新の対立を軸に国内の緊張は極度に高まり,安保改訂

反対国民共闘会議を中心に全国的規模の未曽有のデモが繰りひろげられると共に,他方では同時に

戦後最大と称される三井三池争議が｢労資の天王山｣として閲かほれていた｡また経済の面では31

年以来の革新投資が主導する経済の｢高度成長｣がピークに達し, 33年頃から見え始めていた新規

学卒に対する労働市場の引き締まりが一段と強まり,それが中卒から高卒労働市場-と波及しつつ

あったし,消費生活の面では大量生産の効果が次第に渉透するにつれ,いわゆる｢消費革命｣の時
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代を迎えつつあり,高校進学率も急速に高まりつつあった｡このようを情勢のなかで岸内閣の退陣

により,それに代った池田内閣が同年末に打ち出した｢所得倍増計画｣は, 45年にいたる10年間に

国民所得を倍に引き上げ,生産性を高めて,目前に迫った貿易自由化に対処すると共にこれを乗越

えて,世界市場における日本の輸出シェアを一層拡大しようという極めて野心的な青写真であった｡

この野心的な計画は既に燃え上っていた景気に一層油を注ぐ結果と覆り,大企業を中心とする設備

投資とシェア競争を通じて日本は一気に重化学工業-向って薫進したのである｡

以上のようを背景をふまえて,この時期の物価問題に眼を向けよう｡この時期の物価問題は一言

であらわせば｢卸売物価安定,消費者物価上昇,輸出物価安定｣ということであった｡ (義-1参

照)では一見したところ経済の常識と矛盾するかに見える,このような事態はいかをる要因に基づ

いて起り,どのようをメカニズムを通じてもたらされたのであろうか｡

表-(1)昭和30-45年間の主要指標の推移　(単位.年率, %)
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①各日賃金は｢~毎月勤労統計｣による現金給与総額
㊥消費者物価は人口5万以上の都市(40年基準)
③卸売物価は日銀指数(40年基準)
④輸出入物価は日銀指数(〟)

明治以後日本資本主義における海外進出の重要を武器は低賃金と輸出ドライブであるとされてき

た1)｡そしてこの低賃金の主柱は相対的過剰人口と都市対農村間の生活水準のギャップであり2),

その背景には強力な寄生地主制の定着があったと思われる｡戦前･戦後を通じて,日本経済の重要

を支えとなっていた中小企業部門は,低賃金で豊富を農村の若年労働力(男･女)を文字通り｢使

い捨てる｣ようを仕方で生き延びてきたといってよいであろう｡戦後も30年頃までは｢農家の二･

三男問題｣という形で,過剰労働力の問題は続いていたが, 30年を起点とする高度経済成長は,こ

のようを労働市場の性格を次第に変え,前にふれたように33年頃からは少くとも新規学卒について

需給関係は逆転しはじめ, 36年頃にはこの傾向はほぼ明瞭と覆り,戦前から続いていた中小企業の

存立基盤の一つがおびやかされるに至った｡ (義一2参照)す夜わち中小企業では年功賃金の最低位

に位置する新規学卒の雇用に困難を感じはじめたため,否応をLに労働条件,なかでも賃金の改善

1)篠原三代平｢経済発展と貿易との関係｣ (中山伊知郎編『日本経済の構造分析』下巻)

2)大川-司著『生活水準の測定』 (一橋大学経済研究叢書1) ;大川-司著『日本経済分析一成長と構造』第
3第第1章
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義-(2)規模別新規学卒者(中学･高校)就業件数の推移

年 皮

莱

数

配

分

比

出所:労働者｢職業安定業務統計.･企画庁『現代インフレと所得政策｡附表より

表-(3)学歴別規模別初任給前年上昇率(男子)

出道:労働省｢職業安定業務統計. ･ ｢新規学卒初任給調査. ･ここに初任給は定期給与である
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に本格的に取り組まぬば怒らをい破目に追い込まれていったのである｡ (義-3参照)

中小企業でもこのようを賃金引上げを設備近代化-労働生産性改善を通して,或る程度相殺す

ることはもちろん可能であったろう｡ (但し対個人サービに属する各種の業種では設備近代化によ

る生産性改善は極めて限られている)唯,しかし,設備近代化のためにはそのための資金手当が必

要であるが,この点でわが国の金融構造は決して十分を配慮が夜されているとは言い得ない｡川口

氏をどの指摘をまつまでもをく3),わが国には融資面でも厳然たる｢二重構造.が支配しており,

資金の主要部分は都市,なかでも大都市に集まり,これが大都市銀行を通じて系列下の大企業に貸

し出されるというメカニズムが存在している4).中小企業-の融資は地方銀行･相互銀行･信用金

庫などの中小金融機関を通じてほそぼそと行をわれ,しかも貸付条件は大企業の場合よりも相当不

利をものと覆っている｡ (金利そのものも相対的に高いばかりで夜く, ｢再建て｣ ｢歩積み｣などの

条件を勘案すると実質金利は愈々高いものと覆る)以上の点に加えて,好況の継続する夜かで大規

模を革新投資を続ける大企業の資金需要が極めて旺盛であったことを考慮すれば,限られた資金わ

くの中で,中小企業に残されたものは多くなかったことも容易に推察できよう｡ (もちろん中小企

業金融公庫その他を通ずる制度金融がをかったわけではないが,企業数の庄到的大きさからいって

極めて不十分をものでしかなかった)

以上のようを中小企業の立場に対し,大企業は,もともと賃金水準では中小企業と格段の差を示し

ていた｡ (年令構成で調整してもこの点は変ら覆い)そして福利厚生施設を含めて考えると,この差

は一層顕著となることはいうまでもない｡このため新規学卒も大企業労働市場をより選好するのは

当然であり,他方需要側である大企業でも,新しく導入した革新技術-の適応力が高く,しかも年

功賃金体系の最下層に位置する新規学率を進んで採用することと覆った｡かくて大企業では最低賃

金層である新規学卒の大量雇用が続き, (義-2参照)企業内労働者の年令構戒が変化すると共に,

総賃金支払額の伸びは一見した程大きくはならなかった｡更にこの点に加えて,上述のように,金

融機関を通じて手当てした巨額の資金により,相次いで設備革新や新工場を建設し,企業内訓練を

通して養成した,適応力の高い若年労働力の投入とも相挨って,大幅に労働生産性を高め,賃金増

大分を吸収していったのである｡そしてこのようにして流れ込んだ巨額の利潤は,当該大企業の信

用調達力を高め,次の時点における新投資の有力を手掛りとして役立つという相互助長的プロセス

を通して,急速に規模を拡大し, ｢規模の経済｣を十分に満喫したといえる｡

以上述べたように経済成長過程における大企業と中小企業の態様は極めて対称的であったが,こ

の対称性は初めに提起した｢卸売物価安定･消費者物価の継続的上昇｣という問題と,どのようを

つをがりがあるのだろうか｡この点を考えるために,物価指数の構成について簡単にふれておくの

がよいであろう｡この時期の消費者物価指数は総理府統計局の指数が一般に使われているが,これ

を特殊分類別に組み替えたものについてみると,農水畜産物･サービスを含めて中小零細企業の製

3)川口弘著『日本の金融』特に第2章;篠原三代平著『日本経済の成長と循環』第5章
4)この点の具体的分析は宮崎義一著『戦後日本の経済機構』に詳しい｡
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品およびサービス価格が総ウェ-トの約80%を占めるのに対して,卸売物価指数として用いられる

日銀卸売物価指数では,工業製品が約80%であり,うち約50%は大企業製品によって占められてい

る5)｡このことから消費者物価(指数)の動きをリードしたものは中小零細部門の製品やサービス

価格の動向であり,これに対して卸売物価(指数)の動きは工業製品,なかんずく,大企業製品価

格の動向によって支配されていたことを知ることができよう｡かくて,卸売物価が安定していたこ

いうことは,主として製造業大企業製品価格がやや下押し気味に推移し,それが非工業品卸売価格

の上昇をチェックして,卸売物価全体の動きを安定化させていたのに対し,消費者物価が上昇を続

けていたというのは,農産物･中小零細企業の製品やサービス価格が上昇し続けたことを意味する

ものと解さねば覆らぬであろう｡

この点を勘案しつつ上記大企業と中小企業の態様を要約すれば,当時における物価変動のメカニ

ズムは大要次のようになるであろう｡すなわち,大企業部門の製品価格が主要を役割を演ずる,卸

売物価(指数)が安定していたのは,相次ぐ技術革新投資による生産性上昇と産出量そのものの飛

躍的増大が,一方では賃金上昇による価格プッシュ圧力を吸収すると共に,他方で急速を製品需要

の増大にも十分対応できる供給能力の拡大を伴ったのに対して,中小零細部門(農水産業や商業を

含む)の製品やサービス価格が大きをウェ-トを占める消費者物価(指数)の継続的上昇は,労働

市場の引き締まりによる,この部門の賃金上昇のスピードが設備近代化のおくれから十分吸収され

ず,労務費の上昇と覆って,価格引き上げ-転嫁されたものと見うる｡もちろん,このような中小

企業部門におけるコスト上昇の,価格-の転嫁は,製品市場の状況を抽きにしては考えられない｡

この点で注意すべきことは,中小零細部門の製品･サービスに対する需要もまた,一般消費者の実

質所得の改善によって高い伸びを示したこと,および,これと並んで,いま一つ見落してなら覆い

のはこれら部門の製品市場における政府の価格規制や業者団体による競争制限の事実であろう6)0

兎まれ,この時期の物価上昇問題は専ら消費者物価に関するものであり, (地価上昇問題は一応

別にする)むしろ問題の焦点は卸売物価と消費者物価の帝離現象にあったといえる｡そして,それ

は一方における大-中小企業間の二重構造に基づく生産性上昇率格差と,他方での,労働市場の

引き締まりによる賃金(所得)の上位平準化現象とが,中小零細部門の製品･サービス価格-従

って消費者物価-上昇に集中的に現われたものとしてとらえることができよう7)｡

このような状態は39-40年の不況時をこえて41-45年の｢いざをぎ景気｣まで続いた8)｡かくて

輸出品物価-これは卸売物価とほぼ同じ動きを示す-の比較的安定した推移に加えて, 1950年

代後半に入って顕著に覆った先進諸国のコスト･インフレーションにより,わが国の輸出物価が他

5)永山貞則著『物価と家計』第7章;企画庁経済研究所『経済成長における消費者物価変動の計量的分析』
(｢研究シリーズ第17号)

6)中小企業田体法や輸出入取引法によるカルテルは消長はあるが, 37年以後について見ると,ほぼ800件

の線を維持している｡なお詳しくは企画庁編『現代インフレと所得政策』巻末附表を参照されたい｡
7)いわゆる｢生産性上昇率格差インフレ｣と称される｡

8)但し40年代に入ってからは卸売物価指数もいわゆる輸入インフレなどの要因によって,年率¥-2%程
度で上昇するようになっていた｡
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●   ●   ●

の工業国に比べて相対的に安く覆ったこともあって,(義一4参照)危倶された貿易自由化をしりめに

わが国の輸出は目覚しい伸びを示し,特に41年以後の好況時には,従来,兎もすると陥り勝ちであ

った,国際収支赤字転落という悲劇に遭遇するどころか,むしろ次第に黒字幅を拡げ,外貨蓄積を

進めていった｡明治以来,第一次大戦時の異状事態のもとで大幅を貿易収支黒字を記録したこと紘

あったが,国際競争を通して9)始めて,大幅を貿易収支黒字を記録するように覆った,という意味

で,この時期の日本経済の状況はやはり注目すべきことであったといえよう｡ (反面,重化学工業

化や都市化に伴う公害の全国-の波及と深化や,過密･過疎問題が急激にクローズ･アップされた

ことを忘れてはなら覆い)兎まれ,このような日本経済の前進の頂点で遭遇したのがニクソン声明

(46年8月15日)であった｡では次にこの声明が世界経済,特にわが国経済に与えた意味を考えよ

う｡

表-(4)主要国の卸売物合の推移〔各国とも1963-100〕

年　次

1964

65

66

67

68

69

70

経済企画庁: 『経済要覧｡1973年版より

ⅠⅠ.

ニクソンの｢新経済政策｣に関する声明は世界経済全体に重大を衝撃を与えたが,その衝撃はと

りわけ日本には強く響いたといえる｡それは従来の｢生産･輸出第一主義｣の政策目標が達成され,

日本経済の国際収支黒字定着という念願がかなえられたかに見えた,まさに,その時期に行なわれ

たからであり,このことは輸出-大幅に傾斜したわが国の経済･貿易政策が,世界貿易機構の中で,

貿易相手国にどのような意味をもつかを象徴的に示すものであったからである｡ここにニクソンの

新政策とは,彼自身の言葉によれば, ｢雇用･インフレーション･通貨の三つの面にわたる｣総合

狗;野心的を内容から成っているが10)主要を点を列挙すれば

(-)雇用政策す夜わち有効需要政策

1) 1096の投資税控除を柱とする固定設備投資の刺戟

(2) 1%の自動車消費税の即日廃止(これは自動車1台当たり200ドルの価格引下げとなる)

(3)所得税減税の一年間の練上げ実施による個人消費支出の促進

9)但し公害防除のための投資を節約していたという点を見落してはならぬであろう｡

10)当時のアメリカは国内的にはインフレと失業の問題(いわゆるスタグフレーション)に,対外的には国

際収支の急激な悪化に悩まされていた｡
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(二)インフレーション対策

(4)減税による歳入減少に見合って連邦支出約50億ドルを削減する

(5)物価と賃金の90日間凍結を柱とする強力を所得政策の実施

(三)ドル防衛政策

(6)ドルの金あるいわその他の準備資産との交換を一時停止し,平価切下げはやらをい

(7)ドル防衛と国際収支改善をはかるため一時的に米国-の輸入品に10%の課徴金を課す

夜どの諸項から成る広汎をものであった｡これら諸項中,当面の問題にとって最も関係の深いのは

言うまでもをく(6)�"(7)項であるから,この措置が世界経済にとって,どのようを意味をもつか

を先づ簡単に考えてみよう｡

第二次大戦後の世界貿易を支える2本の柱は,いうまでもをくIMF体制とGATTの機構であ

った｡ところでIMFの支柱である基軸通貨は出発の当初から米国の国内通貨であるドルが用いら

れると規定され11)外国の中央銀行や政府からの要請があれば手持ドルは1オンス-35ドルのパー

で金と交換するという規約のもとに,ドルを規準に各国の為替平価が決定されて,特別の事情のあ

る場合(国内好況が続いているのに,国際収支の基礎的収支が黒字幅を拡大するとか,反対に,国

内不況の継続するなかで,基礎的収支の赤字が累積するなどの事態)以外はみだりに平価を変更し

ないという取り決めに覆っていた12)　いわゆる調整可能を釘付制adjustable peg)このような

IMF体制はドル-の信認が確固たる限り,世界の産金量が乏しい戦後世界経済のなかで貿易を拡

大し,その取引決済を円滑に機能させるには便利を機構であった13)｡しかしアメリカの経済的優位

は1950年代後半,特にEECの成立や日本の経済発展を契機に次第にゆらぎ始め,ジョンソン政権

の頃には準備用金の手持ちもIMF発足当初の半分近くまで減っていた｡このようを事態はベトナ

ム戦争や国内インフレーションによって一層拍車され,貿易収支の黒字幅は縮小し,これに伴って

ドル-の信認は次第に後退しつつあった｡そしてこの傾向は1970年に入るとともに急激に表面化し,

この年の国際収支赤字は98億ドル(公的決済ベース)という記録的水準に適していたが,更に71年

に入り,この傾向は一層強まり, 1-9月の僅か9ケ月間で赤字累積額は実に225億ドルにも及び,

貿易収支も今世紀になって始めて赤字に転落した｡このようなアメリカの国際収支の急激を悪化は

71年春までの急速を金利低下に基づくドルの海外流出や,ストライキの多発によって拍車をかけら

れていたとはいうものの,基本的にはやはりドル価値の傾向的低下にあったと見ることができる｡

また米国は自国-の輸入に対しては自国通貨(同時に基軸通貨)であるドル建て為替で支払うこと

ができたから,国内インフレで減価しつつあるドルを他国-の支払いに充てることもできた1970

ll)ブレトンウッヅ会議でケインズの｢バンコール｣案は否定された｡

12) IMF体制におけるドルの地位についてはA-H-ハンセン,鈴木浩次訳『ドルと国際通貨制度』の特に

第5章などを参照｡また,平価変更に一定の制約を課したのは1930年代不況時代の｢為替切り下げ競争｣

の苦い経験があったからである｡

13)ドルがIMF基軸通貨として採用された背景としては,第二次大戦直後における世界各国のドル不足と,

貨幣用金の欠乏から,ドル為替が国際的な一般的受容性をもっていたという事情も存在しているであろ

う｡
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年末連邦準備銀行は外国の通貨当局に対して,すでに200億ドルをこえる流動的債務を負っており,

この他に対外国民間負債が殆ぼ同額あったのだから,このことだけでも米国の準備用金保有は危機

に直面する可能性があったであろう14)｡金との交換停止措置はこのようを理由のみに基づくもので

はないとしても,兎に角,それが公式に発表されたということは,基軸通貨に対する信認の重要を

支柱の一つが崩れたことを意味するわけで, IMF体制は重大を危機に直面したことと覆る｡

次に上記ニクソン政策の(7)とGATTとの関係をみよう｡もともとGATTは1930年代大不況

に際して,各国が国内不況対策の一環として行った,関税障壁による自国乃至勢力圏市場の封鎖15)

が,世界貿易の衰退をもたらし,不況を永引かせ,失業問題を反って悪化させ,結局不況からの脱

出を愈々困難をらしめたという苦い経験に徹して,戦後自由貿易拡大の重要を柱として,前記IM

F体制と共に確立されたものであり,この点から関税はできるだけ低くして,自国市場を相互に開

放するというねらいをもっていた筈である｡ (いわゆる｢ケネディ･ラウンド｣はこの趣旨-の一

歩の前進であったといえよう)そしてこの趣旨に照せば,ニクソンの｢輸入品-の10%の課徴金｣

という措置は,たとえそれが一時的性格のものであったとしてもGATT精神-の逆行であったこ

とは言うまでもない｡しかもアメリカはGATT機構においても,中心的役割を果し,自由貿易の

主導者を以て任じていた点を考慮すれば,ニクソンのこのようを措置がいかに没道義をものであっ

たかは言うまでも覆い｡

さてすでにドルへの信認が大きく揺らぎつつあった状況のもとで行覆われた米国のこのようを措

置は,国際通貨体制-の意図的な挑戦であったといえる｡かくで世界の主要国は,かかる挑戦に対

し,直ちに｢変動相場制.-の移行で対応したのに対し,ひ,tりわが国のみは声明発表後約2週間に

わたり,為替市場を開放し, 1ドル-360円の平価維持のためドルを買い続けた｡ ｢円切上げ｣が予

想されるをかでのこのようを政策がいかをる理由にもとづいて続けられたかは理解困難であるが,

兎まれ日本銀行による,このようをドル買い支え出動に対し,近叫守釆安く覆ることがほほ確実に

予想される手持ドルは勿論,輸出代金についても｢前受方式｣で入手した巨額のドル為替が,大商

社･輸出メーカーや民間銀行などを中心に売り放された｡その額は僅かこの2週間だけで約40億ド

ルに達したといわれる16)｡このようを狂奔に近いドル売りは8月28日の変動相場制移行とともに沈

静し,同年末の通貨の多角的調整17)により,新平価は1ドル-308円-と,対ドル16.88^と世界最高

の切上げを経験したのであった｡ (塞-5参照)後に述べるように,この時期における政府の為替政
ねが

策の不手際と,それに続く一連の国内経済政策の失敗こそ,今次｢狂乱物価｣の引き鉄となった直

接的要因であったと思われる｡

14) 1968年3月の国際会議ですでにアメリカは主要国政府に｢金の引き出し｣を差し控えるよう要請していた｡

15)このような政策は為替切り下げ政策などを含めていわゆる｢近隣窮乏化政策｣ (∫.ロビンソン)と称さ
:&*

16) 46年度上期(46/4-9月)中の外為会計の支払超過は貿易収支の黒字拡大を加えると約3兆円に達した｡
(47年度版『経済自書』)

17)このような多角的調整も一時的手直しにすぎなかったことは,それから約1年後1973年春アメリカの再

度のドル切り下げを契機に各国が再び変動相場制へ移行したことに徴しても明らかであろう｡
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義-(5)主要国の新平価(1971.12.18)

対ドル新レート 対ドル切上げ率 対金切上げ率

ド
　
ギ
　
ラ
　
タ
　
ラ
　
ル

日
西
イ
　
フ
　
イ
　
オ
　
ベ

イ

　

リ

　

ン

　

リ

ン

本
　
ツ
　
ス
　
ス
　
ア
　
ダ

ギ　-

ス　　イ　　ス

スウェーデン

カ　　ナ　　ダ

308円

3.223マルク

0.384ポンド

5.556フランス.フラン

581.5リラ

3.245ギルダー

44.82ベルギー.フラン

3.84スイス.フラン

4.813クローネ

(変動相場)

ア　メ　リ　カ

7.66

4.61

0

0

△1.0

2.76

2.76

△ 2.04

△1.0

△ 7.89
1オンス-38ドル

このような平価調整とともに為替相場の変動幅は上下各2.25^以内に改められた

III.

さて円切上げ後の事態はどのように推移したであろうか,もともと平価切上げの最も基本的なね

らいは,一方で切上げ国の外貨建て輸出品価格を引上げて,国際競争力に歯止めをかけると同時に,

他方内貨建て輸入品価格の引下げによる輸入刺戟を通じて,貿易収支,ひいては国際収支の調整を

はかるということであろう｡ではわが国の円切上げはこのようをねらいに役立ったであろうか｡結

論から言えば,切上げ後の47年度は年間を通じて,わが国の輸出はこれといった影響ほうけず好調

を続け,予想は裏切られたといってよいであろう｡切上げ後の47年1月から約1ヶ年にわたり,毎

期貿易収支の黒字は依然として相当な額を記録し,外貨手持畳は47年末にはほぼ200億ドル近くま

で増大した｡ (義-6参照)切上げ後,政府は47年5月｢対外経済緊急政策7項目｣を決定,更に同
〔註〕

年10月にも殆ぼ同内容の｢対外経済政策の推進5項目｣を決定するをど,外貨減らしに一段と努力

を払う姿勢を示していたことと対比すれば,皮肉を結果であったというほかは覆い｡

義-(6)国際収支と外貨準備高の推移(単位: 100万ドル)

経済企画庁｢昭和48年版経済自書. p.310より
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〔註〕前者は①財政金融政策の機動的展開　⑧輸入促進　③輸出取引秩序の確立　④資本輸出　①外資活用

⑥経済協力の推進などの諸項から成り,後者は①輸入拡大　④輸出の適正化　③資本の自由化　④経済協

力の拡充などを含み,少くとも対外経済政策に関しては大して変りはえのしない内容から成っている｡

ここで当時政府がとった主要を経済政策に簡単にふれてかくのが便利であろう｡政府の主要政策

は上記〔註〕のように外貨減らしを直接ねらったものとしては, (a)貿易自由化の一層の推進(b)資本

輸出や海外協力の拡大であり,間接的をものとしては, (c)国内経済の刺戟を通ずる輸入の拡大をど

であったと思われる｡このうち(a)項については39年段階ですでに自由化率は90%をこえていたから,

この時点で残されたのは一部の農産物を除いて冒ほしいものは余りなかったといえる｡ここでの物

価問題にとって特に重要と思われるのは(C)項である｡だから,この点をやや具体的に考えてみよう｡

44年に入り,政府は景気過熱を抑えるために,公定歩合引上げを中心とする引き締め政策に踏み切

った｡この政策によって, 41年以来続いていた｢いざをぎ景気｣は水を差されることと覆り,それ

までに行なわれた魔丈を設備投資の累積と相挨って,景気はやや沈静に向ったので, 45年10月には

引き締めは解除され,以後相次ぐ公定歩合引き下げによる金融緩和が行なわれたが,それにも拘ら

ず,はかばかしい景気の盛り上がりはみられなかった｡さきのニクソン声明はこのようにやや停滞

気味の日本経済に対して発せられたのであった｡かくて政府･財界はこのショックで景気は一層落

ち込み,輸出圧力が強まることをども懸念し,引き続き大幅を金融緩和策をとり続けた｡この金融

緩和策にピリオッドを打ち,引き締め-の再転換に踏み切ったのは48年春に入ってからであったが,

不況ムードにかびえ,更に円切上げによる輸出停滞を心配した業界は,実に47年後半まで不況カル

テル(生産制限が主たるねらいであった)を続けるという工合いであった｡ (義一7参照)

さてこのように大幅を金融緩和が続けられるをかで,さきの3兆円に及ぶ外為会計の支払超過が

生じ,通貨は急ピッチで増加を続けた｡ (義-8参照)一方では金融緩和の夜かで貸し急ぐ金融機関

があり,他方ではドルを売り,円をため込んだ商社や大企業があった｡商社や大企業はドル売却の

手取りで,従来からの銀行に対する魔丈を借り入れを返済することもできた筈であるが,借手を探

し求めていたようを銀行は,そのようを返済を歓迎する筈はない｡従って商社や大企業の手もとに

は差し当り明確を使途をもたない巨額の過剰流動性が累積することと覆った｡大手商社のみの実態

調査にすぎをいが, (対象大手6社,調査時点48年3月中旬)通産省によると, 46年3月末から47

年9月末の約1年半の間に大手6社の現預金増加は約4,400億円であり,このうち取引量の増加に

見合う現預金を800億円とみても約3,600億円が流動性の高い資金を形成していたが,このようを手

元流動性の著増にも拘らず,借入れ残は同一期間に2.2兆から約3.2兆円と約1兆円も増加している

ことを指摘している18)｡時あたかも昭和60年を目標年次とする｢新全国総合開発計画. (44年5月

閣議決定)が動き始めており,日本列島改造の青写真が示されていた｡地価上昇のスピー'ドは従来

から他物価の上昇はもちろん,投資の予想収益をもゆうに超えるものであった｡過剰流動性の流出

18)通商産業省『大手商社の営業活動の実態調査について』 (48.4.3.)
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義-(7) 46-47年間の不況カルテ結成状況

対　象　品　目

秩

鍋

化

学

舵

経済企画庁｢47年版経済自書.参考資料p.163より
矢印の上の数字は始点と終点を示す｡

表-(8　国際収支黒字と通貨供給量の推移　(単位:億円, %)

経済企画庁｢昭和47年版経済自書. p.280より

先は,かくて目ほしい土地の男漁りと覆って現れた｡データも古く対象企業数も極めて限られてい

るが,建設省計画局が41年4月から47年3月末までに｢何等かの目的で土地を取得した企業｣294

社についてまとめたものによると,総取得面積は43,730haであり,うち事業用資産26,770haを

除くと16,960haが棚卸資産として転売日当に保有されていた19)もちろんこの数字は極めて部分

的なものにすぎない｡例えば共同通信が全国の取材網を通じ48年3月末に行った調査では,企業の

所有に属する土地面積は約363500haとされ,うち17.696が上位10社によって握られており,残り

19)建設省計画局『企業の土地取得等に関する調査結果の概要』 (47.8.30.)
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●   ●   ●

82.4#>のなかには　46�"47両年に定款を変更して急きよ不動産部門に進出した繊維･鉄鋼･化学会

社などの所有地の多いのが目立つとしている20)　表-9参照)しかもこれら取得地の約27.5^がゴ

ルフ場･別荘･ホテルなどのレジャー基地として手当てされたものであった｡そしてこのようを企

業の激しい土地買い漁りにより,やや沈静しかけていた地価は47年中に一挙に25%をこえる上昇を

示した｡このようを地価上昇に一層拍車をかけたのが金融緩和や政府の｢個人財産形成｣政策に添

う民間銀行の住宅ローンの大幅を拡張であったろう｡これが一つの要因となって新設住宅着工戸数

は47年に入り急激を増加を見せ,持家･貸家を合せた民間住宅新築戸数は47年10-12月には前年同

期を45%上回るという異状をブームをもたらし,これに対応して,市衝地,特に6大都市の宅地価

格は48年1-3月期には前年同期を38%も上回る急上昇を記録したのである｡そしてこのようを建

築ブームは前記カルテル(特に鋼材･塩ビ樹脂)による生産数量制限と相挨って,建設資材不足と

その価格高騰,別して,木材価格の奔騰を招き,木造住宅建築費は48年春には前年に比べて一挙

に50%近く上昇する結果となった｡ (48年版『経済自書』 p.292)

表-O)土地買い占め上位10グループ

グル　ー　プ名　t　　所　属　事　要　企　業　名

①西武グループ

⑧東急グループ

⑨三菱グループ

④三井グループ

①名鉄グループ

⑥伊藤忠グループ

⑦大和グループ

(む丸紅グループ

⑨フジタグループ

⑲近鉄グループ

西武鉄道･西武土地開発･国土計画･西
武不動産･伊豆箱根鉄道

東京急行電鉄･東急土地開発･磐梯電鉄
不動産

三菱地所･三菱商事･三菱金属･三菱建
設･内外不動産

三井不動産･三井物産･三井建設･内外
不動産

名古屋鉄道･名鉄不動産

伊藤忠商事･伊藤忠不動産

大和ハウス工業･大和団地

丸紅･丸紅不動産

フジタ工業･藤和不動産

近鉄･近鉄不動産･三交不動産

取得面積(ha)

ll.949

9.802

8.860

8.645

5.792

5.736

5.004

3.456

2.478

2.291

出所.共同通信社: 『南日本新聞｡ 48.4.13.より

さて商社や企業の手元流動性のいま一つの吐け口は株式の購入であった｡ 6大商社についての通

産省実態調査でも46年3月から47年9月の1年半における有価証券増加は6700億円にのぼったとさ

れている｡もちろんこの増加のうち一部は経営多角化や系列強化のための他社株保有であったと考

えられるから,この点を考慮しても約3,000億円近くが流動性の高い有価証券に向けられたと推定

している21)以上は6大商社のみについてであるが,これに銀行や他の事業会社などの株式売買を

加えると,このために動いた資金は漠大を額に達し,これが異状を株式ブームを呼び起したことは

周知のところであろう｡株価は47年春から48年夏にかけて急騰を続け47年10-12月期には対前年比,

20) 『南日本新聞』 48.4.13.号
21)通商産業省『上掲』
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実に94%上昇という記録的なものとなった｡こうした株式ブームの夜かで,上記6大商社は株の売

買を通じても巨額の利益を得たことは言うまでもない｡ (義-10参照)かくて47年後半に入り,株価,

地価を先導に建築資材をど軒並み高騰を示す夜かで,更に大豆,トウモロコシをど食糧品や飼料の

海外での値上り,羊毛の投機的価格上昇が相次ぎ,これを反映して,木材,大豆をはじめ,毛糸,

綿糸などの天然繊維の国内価格も急騰し, ｢物価狂乱｣の様相は濃厚となるに至った｡ (義-11参照)
●   ●   ●

以上簡単に要約すれば,今次｢狂乱物価｣のはしりと考えられる47年後半から48年央にわたる物価

急騰の極めて基本的要因としては,第一に国際収支黒字累積のをかで,当然切上ぐべき為替平価を

据えおき,他の姑息を手段で切り抜けようとしたため,明らかに切上げのタイミングを失したこ

表-(10)株価の上昇(前年同期比)と6大商社の株式売却益
(単位:%,百万円)

年　　　　月 株　価(%) 6大商社株式売却益(百万)

48年版『経済自書』及び前記通産省資料より作成

義-(ll) 47年/末～48年春における代表的高騰物資の価格　(単位:円)

註,木材:米ツガ柱の却売価格(lm8)

大豆:中国大豆未選

生糸:48双糸1kg

生糸:横浜21中2A格1kg
綿糸:40/sポンド
西嶋周二｢最近の投機と日本経済.

東京木材卸売問屋協組

東京穀物商品取引所

名古屋毛系取引所

横浜市場現物相場

大阪三品取引所

(『経済評論｡ 73.8.)より引用
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と22), (そしてこの点ニクソン声明後2週間にわたる為替市場の開放は重大を失敗という他は覆い)

次に,第二に,こうして発生した巨額の過剰流動性を放任したばかりで夜く,反って国内不況にか

びえて大幅を金融緩和を続け,国内経済刺戟策をとったため,超過需要を極めて大幅をものにして

しまった点が挙げられよう｡この点は｢狂乱物価｣の様相や｢悪徳商法｣の追求に専ら紙面をさい

ていたジャーナリズムの夜かでは,人々の眼をひきにくかっただけに十分強調しておく必要がある

と思われる23)

ⅠⅤ.

さて,このようを｢狂乱物価｣第一波がやや沈静しかけたかに見えた, 48年10月初めに勃発した

のが第四次中東戦争であった｡わが国の石炭から石油-のエネルギー転換政策が始まったのは高度

成長第一波の30年頃からであった｡電力の｢水主･火従｣から｢火主･水従｣ -の転換(33年頃)

辛,前記三池争議をどはこのようを政策転換を象徴的に示すものであった｡世界の石油メジャーの

いわゆる消費地立地政策もあり,新しく開発される中東原油の輸出先として,わが国は恰好の仕向

地であった｡かくてわが国の原油輸入量は30年頃の年間855万klから40年には8,328万kl-,更

に最近では約2.5倍k1-と飛躍的増加を続けてきた｡しかもこれら輸入原油の圧到的部分は中東

ものである｡他面石油需要面についてみると化学工業の原材料や動力用燃料の殆んどすべてが石油

と覆っているのみでなく,一般家庭においても台所用燃料の都市ガス･プロパン化のみ覆らず,暖

房用燃料も殆んどすべて灯油に変ってしまっている｡このように国内エネルギーの石油製品-の転

換がほぼ完全に行われた状況のもとで始まった中東の原油輸出制限,続いてとられた大幅を価格引

上げ政策は,日本経済にとって極めて重大を衝撃と怒ったのは当然であった｡そしてこれを契機に

｢物不足｣と｢物価狂乱｣は再燃し,現在に至るもその余波は衰えを見せていない｡ただこの時点

以後の物価問題は,現にわれわれ庶民が身を以て体験しつつあるものであり,余りにも生々しい現

実であるから,詳しくふれることは差し控えて,要点のみを記すに止めよう｡

この時点で極めて顕著と怒ったことは,大企業(商社やメーカー)が,その独占的市場支配力を

利して協調的な価格引き上げ政策をとったのみで夜く,末端の流通業界までが業者間協定(ヤミカ

ルテ)を通じて｢売り惜しみ｣や価格協定などの行動で,これに同調したことであろう｡このよう

を全般的な｢値上げムード｣の夜かで一般消費者は先行き不安にかられ, ｢買い急ぎ｣に走る者も

あらわれ, ｢買い溜め｣はトイレット･ペーパー,洗剤,砂糖,灯油などの生活必需財を中心に広

がり,それら商品が必需財であっただけに,事態はそれだけ深刻と覆り,パニック的様相を見せ始

めた｡政府は48年末の通常国会に急拠石油関係二法案24)を提出し,その成立をまって,電力,石油

22)この点遅きに失したうらみはあるが,すでに46年7月には専門家グループである為替政策研究会により
｢円レートの小刻み調整について提言｣が発表されていた｡

23)この点を強調したものとしては飯田経夫｢現下の賃金･物価問題｣ (『日本労働協会雑誌』 No.178号)や

小西唯雄｢自由企業体制と合併･協調体制｣ (『公正取引』 282号)などがある｡
24) ｢石油需給適正化法案｣および｢国民生活安定緊急措置法案｣の二法案をさす｡
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の消費規制に踏み切ると共に,特別に指定された消費財に対し,標準価格を設定して,その励行を

はからせる夜どの手を打ったが,品目指定や標準価格設定は市場の実況に対し遅れ勝ちであったば

かりで夜く,政策推進の組織作りが立ち遅れたこともあって,物価は卸売物価を先導に急騰を続け,

やや遅れて消費者物価にも波及するに至った｡ (義-12参照)

表-(12)最近の対前月比物価上昇率　(単位: %)

年 卸　売　物　価 消費者物価
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1

1.3　　(13.6)

2.0　　(15.7)

2.1　(17.4)

1.8　　(18.7)

2.0　　(20.3)

3.2　　(22.3)

7.1　(29.0)

5.5　　(34.0)

3.9　　(37.0)

0.7　　(35.4)

0.7　　(35.7)

0.6　　(35.3)

1.3　　(35.3)

0.3　　(ll.6)

0.8　　(12.4)

0.9　　(12.6)

2.5　　(14.2)

△0.7　　(13.2)

1.3　　(14.9)

3.0　　(17.1)

4.3　　(20.7)

3.2　　(23.6)

0.8　　(21.7)

3.0　　(23.3)

0.1　(21.3)

0.7　　(21.7)

2.2　　(23.4)

経済企画庁『月例経済報告｡No.41より

( )内は対前年同期比である｡

終戦直後の物資不足と激烈をインフレーションは朝鮮動乱時まで尾を引いたが,その後の日本経

済の生産力回復と経済成長を通じ,物価はどちらかというと安定的に推移していた｡確かに35年以

後消費者物価は年率4-6^の上昇を続けていたとはいえ,卸売物価は趨勢的には極めて安定して

いた｡このようを安定性は上述のように46年頃を中心とする政府経済政策の失敗を重要を契機とし

て崩れ始め,更に中東戦争をきっかけに起った｢石油危機｣に拍車されて一層燃え上り,現時点で

は卸売物価の対前年同期上昇率は35%をこえ,消費者物価についても対前年上昇率が25%に近づく

という全く異状をインフレ状態に陥入っている｡他面最近の大蔵省試算では実質経済成長率もマイ

ナスに転落する公算が大きいという悲観的を見通しである｡戦後経済の実質年平均成長率が10%と

いう驚異的を高さであったのに比べると,これもまた異状という他は覆い｡

このような経済情勢のなかで,一時ストップをかけられていた｢公共料金｣が今年に入り,電気

料金(6月1日),国鉄運賃(10月1日)をどをはじめとして次々と引き上げられている｡確かに

多くの場合,公共料金決定の原則は,いわゆる｢原価主義｣の立場をとっており,当局の説明のよ

うに一般物価上昇の夜かでは人件費･物件費が上昇する結果,原価も増大するから,原価主義によ

る料金決定方式そのものに根本的再検討を加えをい限り,料金引き上げは止むを得をいかも知れな

い｡もちろん問題はそれだけではなく,一般物価上昇のなかで,公共料金だけを故意に据え置くこ
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とは(生産性上昇によって,コスト上昇分が吸収されて,料金据え置きが可能と夜.ったのであれば

別であるが)資源配分の面からも考えぬばなら覆いであろうが,反面,これら経済の最も基礎的を

サービスの料金が,かくも大幅に引き上げられることは,その波及効果を勘案すれば,一般物価を

押し上げる要因と怒る可能性が極めて大きいこと,第二に,公共料金こそは,その決定に際して公

共当局が直接に関与しうる価格分野であり, ｢物価抑制｣を当面最大の政策目標としている政府の

姿勢がためされる分野であること,第三に,福祉政策-の転換を唱えてきた政府にとって所得再分

配という面でも問題がある点などを考えると,現下の異状をインフレーションの夜かで,一般物価

に追随するようを安易夜大幅の料金改訂は極力避けられねば覆らぬであろう｡

兎まれ,かくも異状を物価情勢に対して政府は専ら総需要抑制策で対応しようとしているかに見

える｡もちろんこの政策は,前述のように,今次物価上昇の基本的要因が,前の時期のそれとは根

本的に異覆り,大幅を超過需要であった以上,当然のことである｡だが｢狂乱物価｣第二波で極め

て重要を役割を演じた巨大メーカー･商社から末端の流通段階に至るまで,夜かば公然と行をはれ
〔註〕

たカルテル的協調行為について,公正取引委員会が今年9月18日に発表した,独占禁止法改正案に

対しては,財界は言うまでもなく,政府筋のなかにも,むしろ反対ムードが強いといわれているの

はどうしたことであろうか｡要するに,これ程までに燃え上ったインフレーションに対しては,余

程思い切った抜本的対策以外,しょせん即効的治癒策はあり得をいと思われるのであって,このよ

うを点からみれば,たとえ迂回的ではあっても,わが国企業の協調的体質や官民癒着的性格の抜本的

改善をねらったと思われる,公正取引委員会の今次改正案は(実際の運用面での細かを点について

は今後十分検討が加えられねばならぬとしても)大綱に関しては強く支持されねばならぬであろう｡

〔註〕もともと日本の独占禁止法は占領下,昭和22年に反独占政策の母国であるアメリカの関係諸法令を範と

して,相当厳しい内容のものが制定されていたのであるが,ドッヂ計画の発表された24年および日本の独立

した28年の二回にわたる相当大幅な改正を通して後退を続けていた｡特に30年代以後の高度成長期には｢通

産省指導｣という形で独禁法の実質的な骨ぬきが進むと共に,業界大手の合併が相次いだ, -八幡･富士

合併による｢新日鉄｣の成立(44年10月30日)をめぐる攻防はそのクライマックスであった-かくて40年

代前半にはわが国の主要産業部門では系列化を含む寡占体制がほぼ定着していたと見ることができる｡そし

てこのような市場構造と今次｢狂乱物価｣に際して,業界がとった露骨な協調行動とは無関係ではなかろう｡

今般の公取委の独禁法改正試案はこのような背景で考えられねばならぬであろう｡兎まれ改正試案は①カル

テル価格の原状回復命令　⑧カルテル企業に対する課徴金　⑧独占的企業に対する分割命令　④高度寡占企

業の原価公表義務⑨持株保有制限(一般事業会社の場合は新規制であり,金融機関に対しては規制の強化)

などの諸項目を含む抜本的なものである｡これに対し,早くから公取委の改正方針を察知していたと思われ

る財界の代表機関の一つ｢経団連｣では,独禁法研究部会長,平賀氏の｢試案｣という形ではあるが,すで

に今年5月末に⑦価格引き下げ命令はプライス･メカニズムの否定であり,公取委の自殺行為である｡ ㊥企

業分割は大規模生産による原価引き下げという量産効果を否定するもので,かえって製品価格を上昇させる｡

(ちなみにこの㊥の点は八幡･富士合併の際の合併理由書のなかでも,殆んど同じ趣旨が述べられてり,多

くの経済学者の批判の的となったものである)などの内容を含む反対意見が表明されていたし,また中曽根

通産大臣も改正試案発表の行われた当日の参議院商工委員会で特に｢協定価格の原状回復(引き下げ)命令｣

や｢課徴金制度の導入｣について批判的立場で疑問を表明したといわれる｡ (『朝日新聞』 49.9.19.)


